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農村で新しい価値を創出するとともに、若者の雇用創出を通じた定住につなげていくた

め、豊かな自然や美しい景観、食文化など地域の魅力を生かした地域活動の発展を支援し

ます。 

また、安心して暮らすことができる農村づくりに向け、農業用ため池や排水機場等の老

朽化・耐震対策などによる地域防災力の強化や生活環境の整備を進めるとともに、多面的

機能の維持・発揮のための取組を支援します。 

さらに、獣害につよい農村づくりに向け、「体制づくり」、「被害防止」、「生息数管理」、

「獣肉等の利活用」に総合的に取り組みます。 
 
 

農山漁村の交流人口 

 農山漁村において、農山漁村の暮らし、食文化、農林水産

業等を身近に体験することのできる施設(観光客実態調査対

象施設を除く)の利用者数 
 
 

 
平成 27 年度 
(計画策定時) 

平成 28 年度 平成 29 年度 平成 30 年度 
平成 31 年度 
(行動計画 
の目標) 

平成 37 年度 
（基本計画
の目標） 

目標値  
1,403 千人 
(27 年度) 

1,430 千人 
(28 年度) 

1,457 千人 
(29 年度) 

1,484 千人 
(30 年度) 

1,646 千人 
(36 年度) 

実績値 
1,376 千人 
(26 年度) 

1,412 千人 
(27 年度) 

    

 

 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

【基本事業１】地域の特性を生かした農村の活性化 

【基本事業２】多面的機能の維持・発揮 

【基本事業３】災害に強い安全・安心な農村づくり 

【基本事業４】中山間地域農業の振興 

【基本事業５】獣害につよい農村づくり 

基本施策Ⅲ 地域の特性を生かした農村の振興と多面的機能の維持・発揮 

基本目標指標 

めざす方向 

目標の進捗状況 

 
 基本目標指標の「農山漁村の交流人口」は、農山漁村起業者養成講座の開催やアウトドア

用品メーカーとの連携による都市部での情報発信などに取り組み、目標を達成しました。 

 また、５本の取組目標についても、農山漁村観光モデルの創出や多面的機能を支える共同

活動の取組拡大、農業用ため池等の防災対策、中山間地農業の振興を起点とする雇用環境の

整備、獣害対策の指導者育成などに取り組み達成しました。 

 交流人口の拡大に向け、本県の豊かな自然を生かした交流や地域資源を圧用した付加価値

向上の取組を促進するとともに、農山漁村での周遊・滞在に結び付けていく体制づくりに取

り組むとともに、「田園回帰」の動きなどもふまえ、若者等の移住、さらには定住につなげて

いきます。 

28 年度評価 
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【基本事業Ⅲ-１】 地域の特性を生かした農村の活性化 

 
 

人や産業の活動が活発な農村の実現に向け、本県の豊かな自然を生かした交流や若者の移

住につながる取組、農家レストランや農家民宿、加工・直売など地域資源を活用した付加価

値向上の取組を促進するとともに、農村での子ども・学生グループによるふるさと体験や企

業との交流活動を促進します。 

また、都市部に住む若者を中心とした田園回帰志向などをふまえ、農業への就労を通じ農

村への移住を促進するため、農村の暮らしや農業を実体験できる農業就労体験プログラムを

実施するとともに、体験者の受入体制づくりを進めます。 

 
 

 

農山漁村地域資源活用取組ネ

ットワーク参加件数（累計） 

 農山漁村における、地域の農林水産物をはじめ、自然、

文化、人材等の豊かな地域資源を生かした活動の取組数

（累計） 

 

 

 
平成 27 年度 
(計画策定時) 

平成 28 年度 平成 29 年度 平成 30 年度 

平成 31 年度 

(行動計画 

の目標) 

平成 37 年度 

（基本計画

の目標） 

目標値  185 件 200 件 215 件 230 件 320 件 

実績値 170 件 187 件     

達成率  100％     

 

 
 
 

 

 

 

 

 

 

【基本事業１】需要に応じた水田農業の推進 

  

取組目標 

基本事業の取組方向 

目標の進捗状況 

 

 農村の資源と都市のニーズを結んで新しいビジネスを作り出すコーディネーターの養成や

豊かな自然を体験という形で生かした交流の促進、専門家派遣による新商品・新サービス開

発の支援などに取り組み、「農山漁村地域資源活用取組ネットワーク参加件数」は 187 団体

となり、目標を達成しました。 

農山漁村の交流人口を拡大させるため、引き続き、本県の豊かな自然を生かした交流や地

域資源を活用した付加価値向上の取組を促進するとともに、地域の多様な主体の連携を強化

することにより、農山漁村での周遊・滞在に結び付けていく体制づくりに取り組みます。さ

らには、「田園回帰」の動きなどをふまえ、若者等の農村への移住、さらには定住につなげて

いきます。 

28 年度評価 
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１ 農村の豊かな資源を活用した「地域資源活用型ビジネス」の取組の拡大 

①  農村の有する豊かな資源を活用した農村起業を促進するため、農山漁村起業者養成講

座を開催し、農村の資源と都市のニーズを結んで新しいビジネスを作り出す人材の育成

に取り組みました。平成28年度の講座修了者は９人で、これまでの同様の講座の修了生

を含めると75人となりました。当講座がきっかけとなり、漁業体験を組み合わせた欧米

人向け体験民宿の企画や地域資源である柿を加工したジェラートの開発など、新たな発

想による農村活性化の取組が生まれています。 

②  地域資源活用型ビジネスの取組を進めるため、専門家派遣により、直売所の組織運営

や新サービスの開発等を支援しました。地域資源活用型ビジネスの取組数は187件（対

前年17件増）、取組団体の交流人口は対前年2.6％増となり、地域の活性化につながる成

果がみられました。 

③  都市と農村の交流を促進するため、農村の魅力や農村で楽しめる旅の情報を集めた広

報誌「三重の里いなか旅のススメ2016」を活用して情報発信を行うとともに、旬の情報

をホームページやメールマガジンにより発信しました。 

④  農村を繰り返し訪れるファンを増やすため、県内外のイベントや首都圏で三重の農村

の魅力をＰＲするとともに、「三重の里ファン倶楽部」の会員を募集しました。三重の

里ファン倶楽部会員数は7,927人（対前年623人増）となりました。 

 

２ 海・山・川などの豊かな自然を生かした交流の拡大 

①  活動団体や農林水産事業者、アウトドアスポーツ・観光関連の企業等が交流や情報共

有などを行う「三重まるごと自然体験ネットワーク」（会員数140団体）を設置し、第

１回交流会を開催するとともに、会員同士の連携強化を図るため、情報の共有や課題解

決に向けてテーマ別研修会（２回）を開催しました。 

②  自然体験活動を展開する人材を育成するため、27人の活動実践者に対し、安全管理技

術研修会等への参加を支援しました。 

③  自然体験プログラムの魅力向上を図るため、農村を自転車で巡るツアーなど新たな自

然体験プログラム作りに取り組む団体（５件）に対して支援を行いました。企業、市町、

活動団体等と連携し、自然の循環を体感する環境スポーツイベント「SEA TO SUMMIT」

を県内で初めて開催しました。 

④  自然体験を通じてさまざまな分野で連携した取組を行うため、全国の自治体として初

めて、アウトドア用品メーカーと包括協定を締結し、そのメーカーのイベント（横浜２

回、大阪１回）への出展や名古屋の店舗での情報発信（２回）、観光イベントへの参加

などにより、三重の自然や自然体験の魅力を発信しました。 

⑤  ネットワーク会員とともに県内量販店（３回）において、自然体験の魅力発信を行う

とともに、ネットワーク会員が一堂に会した「三重まるごと自然体験フェア」（参加者

2,500人）を開催しました。 

 

 

28年度の取組状況 
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３ 企業や学校等と連携した農村生活体験活動の促進 

①  子どもや学生による農山漁村地域でのふるさと体験活動を促進するため、子ども・学

生のグループの受入をめざす４地域に対し、体制整備に要する経費を支援しました。 

②  体験活動の実践者に対し、アレルギー対策をはじめとした安全管理対策に関する研修

会（９協議会を含む 28 人が参加）を開催するとともに、子ども・学生のグループを地

域で受け入れるためのコーディネーター養成講座を開催し、11 人がカリキュラムを修

了しました。 

③  ふるさと体験活動の受け皿となる農林漁業体験民宿の開業を促進するため、紀宝町に

おいて「農林漁業体験民宿開業セミナー」（参加者 36 人）を開催しました。開業件数

は 42 件（対前年 11 件増）となりました。 

④  企業と農山漁村の双方にメリットがある交流・協働活動の創出をめざし、リーフレッ

ト配布やワークショップの開催、事例報告などにより、情報発信を行うとともに、農山

漁村との連携に関心のある企業等６社を訪問し、情報を提供しました。 

これらの取組を通じ、新たに伊賀市で活動がスタートし、農山漁村と企業の協働活動

件数は 10 地区となりました。 

 

４ 農村の地域資源を生かした地域観光の創出 

①  農村の地域資源を生かした新たな地域観光の創出に取り組む地域に対し、取組のブラ

ッシュアップを図るための専門家派遣（２回）を行い、特産品の開発による農山漁村体

験民宿の収益性向上の検討など、都市農村交流を実践する組織の基盤強化や集客増加に

つながる取組を促進しました。 

②  地域全体で教育旅行の受入を目指そうとする大紀町地域活性化協議会に対し、専門家

派遣・ワークショップの実施等により、地域をコーディネートしながら農村観光をプロ

デュースできる人材の育成を支援しました。また、台湾からの教育旅行誘致にむけたプ

ロモーションを支援し、高校１校の訪問が決定しました。 

 

５ 農業への就労を通じた農村への移住促進 

①  移住者の受入に意欲のある農山漁村地域（３地域）において、農林漁業体験民宿に滞

在しながら農林漁業を体験できる「三重移住体験ツアー」を実施したところ、愛知県を

中心に 50 人の参加があり、参加者アンケート結果から参加者の約８割の方からツアー

内容について「満足」との回答を得ました。 

②  農林漁業体験民宿を核とした移住者の受入体制を整備するため、民宿経営者と農林漁

業者、移住者等が参画する意見交換会を開催（３回）し、受入に関する課題を整理しま

した。 

③  都市部の若者等の農村への移住・定住を促進するため、Ｕ・Ｉターンの若者等による

優れたビジネスプランの実践活動を支援するとともに、農村暮らしを応援するガイドブ

ック「みえいろ」を発行し、都市部の若者等を対象に農村への移住を呼びかけるＰＲを

行いました。 
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①  三重を自然体験の聖地としていくため、「三重まるごと自然体験ネットワーク」の連

携をさらに強化し、自然を生かしたプログラムの開発、人材の育成、周遊ルートの態

勢整備、魅力的なイベントの開催、企業と連携した自然体験の魅力発信などに取り組

みます。 

②  農家レストランや農林漁業体験民宿など地域資源を活用したビジネスの取組拡大と

集客力向上に向け、起業者養成講座等による人材育成や継続的な情報発信に取り組むと

ともに、さまざまな主体との連携を図り農山漁村観光をプロデュースする組織・人材を

育成します。 

③  農村への移住を促進するため、「ええとこやんか三重 移住相談センター」を通じた

情報提供や相談など、さまざまな機会を捉え、本県の農業や農村の魅力を発信します。 

④  農業へのＵ・Ｉターンによる就業を促進するため、農業就業体験の充実を図るととも

に、農山漁村体験民宿を核として農山漁村の暮らしを実体験できる体験ツアーを実施し、

地域における体験者の受入体制づくりを進めます。 

 

  

今後の取組方向 
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三重まるごと自然体験に取り組んでいます！ 

～三重を自然体験の聖地に～ 

  

三重県には、海、山、川などの豊かな自然が揃ってい

ます。県では、この豊かな自然を「景観」として楽しむ

だけでなく、「体験」というアクティブな方法で活用し、

子どもから大人、高齢者に至るまで、国内外から多くの

方に三重県を訪れていただけるよう自然活動団体や、市

町、企業と連携してさまざまな取組を行っています。 

特に、自然体験の魅力発信に注力して取り組んでおり、

大都市圏（東京・大阪）では、１万人規模の集客力がある

イベントへ出展して、自然体験の情報をＰＲするとともに、

県内ではウォーターボールやグランピングなどを実際に

体験できる「三重まるごと自然体験フェア」を開催しまし

た。 

今後も、自然体験を通じて県内への誘客につなげるため、

体験プログラムの磨き上げと魅力発信に取り組んでいき

ます。 

 

 

 

新たな農山漁村観光モデルの創出に取り組んでいます！ 

～国内外から教育旅行誘致に取り組む大紀町地域活性化協議会～ 

  

大紀町地域活性化協議会では、農林漁業体験民宿と農林漁業

者、商工業者が連携し、海・山・川の豊かな自然を生かした、

体験型観光事業に取り組んでいます。特に、教育旅行の誘致拡

大に力を入れており、協議会メンバーが連携して国内外から多

くの学生を受け入れています。 

農山漁村の小さな体験民宿に、米国、中国、オーストラリ

ア、パプアニューギニアなど海外の学生がたくさん訪れ、言

葉は通じなくても、さまざまな体験を通して多くの感動が生ま

れています。こうした取組を発展させるため、モニターツアー

の実施や体験民宿の経営者等が参加するワークショップ開催

などにより受入体制づくりの支援を行いました。 

今後、さらなる受入の拡大をめざし、受け皿となる農林漁業

体験民宿の開業促進に取り組んでいきます。 

トピックス２ 

アメリカからの大学生受入 

小学生によるモニターツアー 

トピックス１ 

大阪でのＰＲ 

三重まるごと自然体験フェア 
(ウォーターボールの体験風景) 
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【基本事業Ⅲ-２】 多面的機能の維持・発揮 

 
 

県土の保全、水源かん養、良好な景観形成など、農業・農村の有する多面的機能を維持･

発揮させるため、農地・水路・農道等の地域資源の保全活動や景観形成活動など、多面的機

能を支える共同活動への支援を行います。 

また、これらの活動へ若者や女性、都市住民、企業など地域内外からの多様な人材の参画

を促し、さらには、これらを通じた収益活動への誘導を図り、地域活動の活性化につなげま

す。 

 
 

 

多面的機能維持･発揮のための

地域活動を行う農業集落率 

 農林業センサスにおける農業集落のうち、農業・農村の有

する多面的機能の維持･発揮を図るための地域活動に取り組

む集落の割合 

 

 

 
平成 27 年度 
(計画策定時) 

平成 28 年度 平成 29 年度 平成 30 年度 

平成 31 年度 

(行動計画 

の目標) 

平成 37 年度 

（基本計画

の目標） 

目標値  48.9％ 49.9％ 50.1％ 52.9％ 60.0％ 

実績値 48.0％ 49.6％     

達成率  100％     

 

 
 
 

 

 

 

 

 

 

【基本事業１】需要に応じた水田農業の推進 

  

取組目標 

基本事業の取組方向 

目標の進捗状況 

 

 農地や農業用水路、農道など、地域資源の維持保全活動や景観保全活動等の取組拡大に向

け、説明会の開催や活動組織間の情報交換の機会提供に取り組み、「多面的機能維持・発揮

のための地域活動を行う農業集落」は 1,046 集落（対前年 30 集落増）、集落率は 49.6％（対

前年 1.6％増）となり目標を達成しました。 

引き続き、農地、農業用水路、農道等の地域資源の維持管理や農業用用水路等の補修を行

う活動組織に対して支援するとともに、多様な主体による地域資源の維持保全活動への参画

を促し、多面的機能を支える共同活動等を持続的に発展させていきます。 

28 年度評価 
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１ 農地、農業用水路、農道等の資源や景観の保全活動等への支援 

①  平成27年度に法制化された「日本型直接支払制度（多面的機能支払）」の取組拡大お

よび適正執行に向け、国および市町と連携し、説明会を開催しました。（12回、延べ568

人参加） 

②  農業の多面的機能の維持増進に向け、国の「多面的機能支払交付金」を活用し、農

地・農業用施設の維持保全活動や、生態系、景観の保全、農村文化の維持伝承活動等

を支援しました。取組実績は959集落（対前年43集落増）、27,177ha（対前年856ha増）

となり、拡大しています。 

③  活動組織間の情報交換や取組内容の質の向上に向けて、活動報告や実践者向けの参

加型研修などを行う「第９回みえのつどい」、「地域単位で実施するつどい」を開催

しました。 (６回、延べ 2,195人参加) 

④  取組に対する県民の皆さんの理解を促すため、多面的機能支払活動を紹介するパネ

ルやフォトコンテスト応募作品の展示、県内の取組地域で収穫された農産物の展示等

を実施しました。 

 

２ 多面的機能を支える共同活動への多様な人材の参画および収益活動の促進 

①  農地等の保全活動への子どもたちの参画を促すため、各種説明会等の機会に先進事

例の情報提供を行い、小学生を対象とする田んぼでの出前講座や、住民の皆さんが参

加しやすい収穫祭の開催等の取組を推進しました。 

②  多面的機能を支える共同活動の持続的発展に向け、集落営農組織との連携により農

産物のブランド化や収益活動につながる取組を推進しました。 

 

３ 農地や水路、ため池などに生息する動植物の保全 

 農業農村整備事業に伴う工事が希少生物等に与える影響を回避・軽減するため、事

業実施を予定している 16 地区において、生態系の事前調査を行いました。また、事

業が完了した１地区について、生態系の事後調査を行い、絶滅危惧種のメダカが生育

していることを確認しました。 

 

４ 水田における生物多様性の確保と地域住民の意識醸成 

 水田における生物多様性の確保に対する地域住民の意識醸成を図るため、地域の取

組をサポートし、地域の子どもたちなどを対象とする水田での環境学習を開催しまし

た。 

 

 

①  農業・農村の持つ多面的機能を十分に発揮させるため、将来、地域の担い手とな

る子どもたちなど多様な主体の地域活動への参加を促し、地域資源の維持・保全活

動や地域における農業生産活動等に取り組む地域を支援します。 

 

28年度の取組状況 

今後の取組方向 
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②  農地や水路、ため池などに生息する動植物の保全に向け、農業農村整備事業を実

施する地域において、引き続き、生息する動植物の事前調査および事後調査を行い、

生態系に配慮した工法の検討および検証を行います。 

 

 

 

全県および地域単位で多面的機能支払交付金に関する交流会を開催！ 

～農業の多面的機能の維持・発揮を図る活動の発展と普及をめざして～ 

 

多面的機能支払交付金を活用した活動組織が、農

地・水・環境の良好な保全活動に、より一層活発に

取り組んでいただくことを目的に、12月17日に三重

県総合文化センターにおいて、第９回みえのつどい

を開催しました。みえのつどいでは、優秀活動の表

彰や、「多様な主体の活動への参画」・「子供たち

の力を育てること」をテーマとした基調講演、分科会等を行い、県下全域から約1,200

人の参加がありました。 

平成28年度から、地域単位でより濃密な情報交換や意見交換を行うため、５地域にお

いて地域版のつどいを開催したところ延べ約950人の参加があり、新たな活動への取組

意欲を醸成することができました。 

 

 

 

多面的機能支払交付金の活動取組を紹介します！ 

～二本木地区環境保全会（津市）の事例～ 

二本木地区環境保全会は、地域の農業と農村環境を

次世代に継承することをめざし、次代を担う地域の子

どもたちに、農村環境を学習できる機会を継続して提

供しています。 

地区の小学生を対象とした出前講座では、生徒自ら

が川に生息する生物を採取・調査し、結果発表を行う

一連の流れとなっており、田んぼがどのように環境保

全に貢献しているのか気付かせる工夫をしています。

今後も、子どもたちの農業・農村環境への理解を促す

ため、優良事例の発信に取り組んでいきます。 

 

 

「生き物多様性」と「農業」 
についての出前講座 

トピックス２ 

トピックス１ 
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【基本事業Ⅲ-３】 災害に強い安全・安心な農村づくり 

 
 

 災害に強い安全・安心な農村づくりに向けて、南海トラフ地震や激化する自然災害に備

え、農業用ため池や排水機場、用排水路等の老朽化・耐震対策などのハード整備とハザード

マップ（災害予測図）作成などのソフト対策を計画的に進めます。 

また、農村における生活の利便性の向上や地震等災害の発生に備え、農道や集落道の計画

的な整備を進めます。 

 
 

 

ため池および排水機場の整備

により被害が未然に防止され

る面積 

 耐震対策および長寿命化の緊急性が高い農業用ため池お

よび排水機場の被害想定面積のうち、それらの整備が進めら

れることにより、被害が未然に防止される面積 

 

 

 
平成 27 年度 
(計画策定時) 

平成 28 年度 平成 29 年度 平成 30 年度 

平成 31 年度 

(行動計画 

の目標) 

平成 37 年度 

（基本計画

の目標） 

目標値  2,852ha 2,922ha 3,014ha 3,357ha 5,500ha 

実績値 2,717ha 2,852ha     

達成率  100％     

 

 
 
 

 

 

 

 

 

 

【基本事業１】需要に応じた水田農業の推進 

  

取組目標 

基本事業の取組方向 

目標の進捗状況 

 

 基幹的水利施設の機能保全対策を実施するとともに、市町と連携して、農業用ため池、排

水機場、および海岸堤防の防災対策を計画的に進めた結果、「ため池および排水機場の整備に

より被害が未然に防止される面積」は 2,852ha となり目標を達成しました。 

 引き続き、災害に強い安全・安心な農村づくりに向けて、農業用ため池等の老朽化・耐震

対策などのハード整備とハザートマップ（災害予測図）作成などのソフト対策を計画的に進

めます。 

28 年度評価 
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１ 農業水利施設の適切な維持・管理の促進とライフサイクルコストの低減を図る補

修の実施 

①  基幹的水利施設の長寿命化を図るため、機能診断の結果に基づき、11地区におい

て老朽化施設の補強や緊急補修などの機能保全対策を実施しました。 

②  用水管や用水路の劣化状況等を調べる機能診断を３地区で実施し、それぞれの地

区において機能保全計画を策定しました。 

 

２ 農地や農村の防災対策の計画的、効率的な推進 

 大規模地震や局地的な自然災害からの被害を軽減するため、市町と連携して、農

業用ため池（３地区）、排水機場（６地区）および海岸堤防（３地区）の防災対策

を実施し、ため池１地区および排水機場１地区で事業が完了しました。 

 

３ 農道や集落道の計画的な整備と保全対策の推進 

①  農業の生産性の向上と農産物流通の合理化を図るとともに、農村の生活環境を改

善するため、地域や市町と連携して、農道の整備（５地区、0.8km）、集落道の整備

（２地区、0.2km）を進めました。そのうち、１地区において全線の供用を開始しま

した。 

②  農道網の整備や県道整備による交通量の増加・大型車交通量の増加、および経年

変化による路面の劣化が生じているため、農道の保全対策（５地区、0.4km）を進め

ました。 

 

４ 農村における生活排水処理施設整備の計画的な推進 

 農村地域の生活環境と水質の改善を図るため、市町と連携して、県内の２地区に

おいて農業集落排水事業に取り組んでいます。その内１地区においては平成29年度

に完了を予定しています。 

 

５ 農業用水等を活用した小水力発電等の導入促進 

①  農業用水を活用した小水力発電施設について、「中勢用水地区」において発電施

設の整備を進め、平成 28 年度末に発電施設整備に係るすべての事業が完了し、本格

運転が開始されました。 

②  平成 26 年度に策定した「農業水利施設を活用した小水力発電マスタープラン」を

基に、小水力発電の導入に向けた普及啓発に取り組みました。 

 

 

 

 

 

 

28年度の取組状況 
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①  農業用ため池の決壊による被害や、宅地、公共施設などへの洪水被害を未然に防

止するため、引き続き、ため池や排水機場等の耐震対策および長寿命化に取り組み

ます。 

②  農村地域の利便性の向上や生活環境の改善を図るため、引き続き、地域の合意に

基づき、集落道路や集落排水路の整備を計画的に進めます。 

③  小水力発電に関するマスタープランを基に、小水力発電の導入に向けたさらなる

普及啓発に取り組みます。 

  

今後の取組方向 



 

農業用

～

 

 

～

 

 

 

 

 

 

 

 中勢用水地区

電施設の

し、平成

小水力発電

り、農村

 今後、

ます。 

〈施設概要

 ・水車形式

トピックス

農業用ため池

～耐震対策

～中勢用水地区

中勢用水地区の安濃

の建設工事を

平成 28 年４月

小水力発電は三重県初

農村の活性化や

、当施設をモデルとして

 

施設概要〉 

水車形式：横軸

トピックス

トピックス

池の役割を

耐震対策が完了した

農業用水を

中勢用水地区（安濃

安濃ダムでは

を進めてきました

月 11 日から

三重県初の試みであり

や低炭素社会

をモデルとして

横軸フランシス

トピックス１ 

トピックス２ 

水車発電機

体験学習で

した小古曽
お ご そ

池

 

れたため

かせない

 

あり

じるおそれがあることから

の

ました

伝

月

事業

 

ない

 

を利用した

安濃ダム） 

ダムでは、平成 26

てきました。平成

から本格的に運転

みであり、地域資源

低炭素社会の実現に

をモデルとして、小水力発電施設

フランシス水車 ・

水車発電機 
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で子どもたち

池（津市安濃町戸島

 津市安濃町

れたため池（

かせない農業用水

 ため池の直下流

あり、集中豪雨

じるおそれがあることから

の整備に着手

ました。 

事業の完成

伝えたいという

月に、小学校

事業の概要を

 今後も、こうした

ない農業用ため

 

した小水力発電施設

 平成 28 年

26 年度からダムからの

平成 28 年度に

運転が開始されました

地域資源を活用

に寄与することが

小水力発電施設の

・年間可能発電電力量

どもたちに伝承！

津市安濃町戸島）

 

津市安濃町の戸島地域

（小古曽
お ご そ

池）

農業用水として

直下流には、

集中豪雨や地震等

じるおそれがあることから

着手し、平成 28

完成を契機に、

たいという自治会から

小学校の体験学習会

を報告しました

こうした取組

ため池を未来

小水力発電施設が本格稼働

年４月から発電

からダムからの河川放流水

に発電施設整備

されました。

活用したクリーンなエネルギーの

することが期待されています

の導入に向けた

年間可能発電電力量：

発電稼働状況

！ 

）の事例～ 

戸島地域には、大正時代以前

）があり、地域

として重要な役割

、小学校等の

地震等で決壊すると

じるおそれがあることから、平成 24

28 年度にすべての

、ため池の役割

から要請を受

体験学習会を通じて

しました。 

取組を通じ、地域

未来につないでいきます

本格稼働！ 

発電を開始

河川放流水を

発電施設整備に係るすべての

。農業用水を

したクリーンなエネルギーの

されています

けた普及啓発

：938 MWh 

発電稼働状況 

 

大正時代以前に

地域の水田農業

役割を果たしています

の公共施設と

すると大きな被害

24 年度から耐震対策

にすべての事業が

役割を子どもたち

受け、平成

じて、ため池の

地域の農業に

につないでいきます。

 

開始しました～

を活用した小水力発

すべての事業

を利用した売電型

したクリーンなエネルギーの供給

されています。 

普及啓発に取り組んでいき

に整備さ

水田農業に欠

たしています。 

と集落が

被害を生

耐震対策

が完成し

どもたちに

平成 28 年 9

の役割や

に欠かせ

。 

～ 

小水力発

事業が完成

売電型の

供給によ

んでいき
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【基本事業Ⅲ-４】 中山間地農業の振興 

 
 

中山間地域農業の振興を起点に、県内外から若者を呼び込み、地域活力の向上を図るため、

県、市町や生産者団体等の関係機関が参画する「農村雇用創出プロジェクトチーム」を設置

し、産地強化や有機農業、６次産業化、集客交流の取組など、地域の特性に応じた雇用の創

出や若者の移住等に向けたプロジェクト活動を展開します。 

また、中山間地域等の農地の耕作放棄を未然に防止し、適切な農業生産活動が持続的に行

われるよう、生産条件に関する不利を補正するための支援を行うとともに、持続的な営農体

制の構築に向けた支援を行います。 

 
 

 

中山間地域農業を起点とした

雇用創出に取り組む集落数

（累計） 

中山間地域農業を起点とした雇用の創出に向け、総合的な

支援を展開するプロジェクト活動の取組集落数（累計） 

 

 

 
平成 27 年度 
(計画策定時) 

平成 28 年度 平成 29 年度 平成 30 年度 

平成 31 年度 

(行動計画 

の目標) 

平成 37 年度 

（基本計画

の目標） 

目標値  ８件 10 件 14 件 16 件 40 件 

実績値 ４件 ８件     

達成率  100％     

 

 
 
 

 

 

 

 

 

 

【基本事業１】需要に応じた水田農業の推進 

  

取組目標 

基本事業の取組方向 

目標の進捗状況 

 

公募により選定したモデル地域を対象に、地域の農業法人を核とした雇用環境の整備等を

プロジェクトとして支援し、「中山間地域農業を起点とした雇用創出に取り組む集落数」は累

計８件となり、目標を達成しました。 

また、日本型直接支払制度（中山間地域等直接支払）や農地中間管理事業等の活用により、

中山間地域における持続的な営農体制の構築に向けた取組を進めました。 

 引き続き、各種支援制度の連携により、中山間地域における集落営農組織の育成や法人化

を進めていくとともに、中山間地域における雇用創出に向けた取組の拡大に向け、モデル事

例を水平展開していきます。 

28 年度評価 
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１ 中山間地域農業を起点とした雇用創出への取組支援 

①  中山間地域において地域資源の活用により雇用の創出をめざすモデルを新たに３地

域（累計６地域）選定し、道の駅の直営農場における野菜生産や、柑橘生産法人におけ

る加工用園地の整備と台湾等への輸出拡大、農家民泊とこんにゃく加工による移住者の

受入など、中山間地農業を核とした雇用環境の整備をプロジェクトとして支援しました。

その結果、平成28年度における新規雇用人数は、２地域において３人となりました。 

②  中山間地域において、集落機能を支える農村生活サポートサービスを実践するモデル

を１地域（累計２地域）選定し、弁当配達サービスの拡大や買い物サポートサービスの

検討など、地域の維持・活性化に必要なサービスを地域ぐるみで展開する取組を支援し

ました。 

 

２ 地域資源を活用した新たなビジネスを創出することができる人材の育成 

 地域資源を活用した新たなビジネスを創出することができる人材を育成するため、中

山間地域農業の中核を担う農業法人等において７人を対象に雇用型訓練を実施し、新商

品開発や販路開拓等のさまざまな知識の習得を支援しました。その結果、平成27年10

月から平成28年９月まで訓練を受けた訓練生３人のうち、１人が訓練先での雇用につな

がりました。また、28年10月から新たに訓練を開始した訓練生４人のうち１人が三重県

で就農しました。 

 

３ 中山間地域等における平地地域との生産格差を補正するための支援 

①  生産条件が不利な中山間地域等における農地の耕作放棄を未然に防止するため、「日

本型直接支払制度（中山間地域等直接支払）」を活用し、中山間地域等の傾斜農用地等

において、５年以上耕作を続ける集落協定を結んだ農業者に対し、交付金を交付しまし

た。取組実績は 216 集落、1,673ha（対前年 3集落 31ha 増）となりました。 

②  中山間地域において集落営農組織への農地集積・集約化を進めるため、「日本型直接

支払制度（中山間地域等直接支払）」を活用している集落等を対象に、優良事例の水平

展開を図りました。 

 

４ 中山間地域等における持続的な営農体制の構築（再掲） 

①  水田営農システムが確立されていない地域において、話し合いの場の設定などにより

集落の合意形成を進め、中山間地域における集落営農組織数は 157 組織（対前年度７組

織増）となりました。 

②  集落営農組織が育成されている地域では、法人化や経営の多角化等による経営のグレ

ードアップを働きかけ、中山間地域における集落営農組織の法人化数は 37 組織（対前

年度７組織増）となりました。 

 

 

28年度の取組状況 
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５ 中山間地域の活性化を図る農業生産基盤整備と農村生活環境整備の実施 

①  農業の生産条件等が不利な中山間地域の活性化を図るため、地域や市町などの関

係機関と連携しながら、６地区において、農業用用排水路や農道整備など、農業生

産基盤整備に取り組み、農業用用排水路５箇所（整備延長0.7km）、農道整備６箇所

（整備延長0.8km）において事業が完了しました。 

②  農業生産基盤の整備と併せて、集落道路や集落排水路などの農村生活環境整備を

実施し、集落道路２箇所（整備延長0.2km）、集落排水路１箇所（整備延長0.1km）に

おいて事業が完了しました。 

 

 

 

①  中山間雇用創出モデルの成果を他地域に拡大していくため、地域活性化プランの

策定による新たな就業機会創出につながる基礎的な取組（新規プロジェクト）を「地

域活性化プラン支援チーム」により重点的に支援します。 

②  「中山間地域等直接支払」については、営農継続への不安から取組に慎重になっ

ている集落があることから、取組の維持・発展に向け、引き続き制度の周知を図る

とともに、高齢化等により営農の維持が困難な集落において、広域な集落間連携な

どを促進し、将来にわたって営農が持続する体制の整備を進めます。 

③  中山間地域等における持続的な営農体制の構築に向け、日本型直接支払制度（中

山間地域等直接支払）」を活用している集落等を対象に、優良事例の水平展開や各種

支援策等の情報提供を行い、集落営農組織の育成や法人化進めていきます。 

 

 

  

今後の取組方向 
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中山間地域農業を起点として雇用の創出をめざすモデルづくりを進めています！ 

～世界マーケットを見据えてブランド戦略を進めるみかん産地の事例～ 

 御浜町の神木地域協議会は、国内マーケットの縮小や

高齢化の進展など、みかん産地を取り巻く厳しい環境に

対応するため、地域が一丸となって、低コスト栽培技術

の研究や世界マーケットを見据えたブランド戦略を進め

ています。 

県は、平成 27 年度に当協議会を中山間地域の雇用創出

モデルとして採択し、多言語による販促ツールの作成や

台湾での市場調査の実施、台湾向け防除暦の作成等の取

組を支援しました。その結果、協議会の中核を担う農業生産法人において、販売企画や労務

管理等を担う従業員１人の新規雇用が実現しました。 

今後も、中山間地農業の収益力向上を図り雇用の創出につなげていくため、このような先

進的な取組を普及していきます。 

 

 

 

中山間地域等直接支払制度を活用した集落営農の取組 

～津市美里町 （農）高座原生産組合の事例～ 

  
 

津市美里町の高座原地区は、経ヶ峰の麓にある中山間地域の集落で、水田が３a～15a と

小区画であるうえ法面も広く、農地の維持管理に多大な労力を要しています。 

 このような中、担い手の確保につなげていくため、中山間地域等直接支払制度を活用して、

草刈りや水路の補修、獣害対策（柵、檻の設置など）に共同で取り組むともに、空き家等を

活用し移住者の受入も進めています。平成 26 年には集落営農組織が法人化され、平成 28

年に農地中間管理事業を活用して農地も集積されるなど、営農を継続できる体制も整ってい

ます。 

 今後は、人が集まる魅力ある集落の実現に向け、若者や女性の参画を促すとともに、獣害

に強い新たな品目の導入を推進していきます。 

販売企画を担う新規雇用者 

トピックス１ 

トピックス２ 

共同での獣害柵設置 水路の補修 
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【基本事業Ⅲ-５】 獣害につよい農村づくり 

 
 

獣害対策に取り組む集落づくりに向け、地域リーダーの育成や捕獲者の確保などの人材育

成と集落等における「体制づくり」を進めるとともに、集落ぐるみによる野生鳥獣の追い払

いや集落による捕獲等を進める「被害防止」に取り組みます。 

また、野生動物との適正な共生をめざし、ニホンジカの生息数推定やサル群れの状況のモ

ニタリングを基礎とした個体数調整を行う「生息数管理」に取り組みます。 

さらに、「獣肉等の利活用」を促進するため、「『みえジビエ』品質・衛生管理マニュアル」

の普及やマニュアルを遵守した事業者を登録する「みえジビエ登録制度」の拡大などに取り

組みます。 

 
 

 

野生鳥獣による農業被害金額 ニホンザル、ニホンジカ、イノシシ等による農業の被害金額 

 

 

 
平成 27 年度 
(計画策定時) 

平成 28 年度 平成 29 年度 平成 30 年度 

平成 31 年度 

(行動計画 

の目標) 

平成 37 年度 

（基本計画

の目標） 

目標値  
273 百万円 

以下 
(27 年度) 

258 百万円 
以下 

(28 年度) 

242 百万円 
以下 

(29 年度) 

226 百万円 
以下 

(30 年度) 

132 百万円 
以下 

(36 年度) 

実績値 
289 百万円 
(26 年度) 

268 百万円 
(27 年度) 

    

達成率  100％     

 

 
 
 

 

 

 

 

 

 

  

取組目標 

基本事業の取組方向 

目標の進捗状況 

 

 野生鳥獣による農業被害の減少を早急に図るため、「体制づくり」、「被害防止」、「生息数管理」、

「獣肉等の利活用」の総合的な対策を進めてきたことにより、農業被害金額は漸減し、目標を達

成しました。 

一方、県内の約 2,000 の農村集落の中で、依然として 900 以上の集落において獣害が発生し、

そのうち約 700 集落で大きな被害が発生しています。 

住民の皆さんが安心して暮らせるよう、引き続き、総合的な獣害対策に取り組んでいきます。 

28 年度評価 
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１ 獣害につよい集落づくり 

①  新たに60集落をターゲットにして、集落座談会や研修会の開催等により、獣害対策に

関する意識啓発を進めた結果、獣害対策の体制づくりに取り組む集落は新たに37集落増

加し、累計では542集落となりました。 

②  獣害につよい集落づくりへの機運醸成と県民の皆さんの獣害対策への理解促進を図る

ため、「獣害につよい三重づくりフォーラム」を開催（約400人参加）しました。フォー

ラムでは地域住民が一体となって被害を大幅に軽減した事例など、優良活動の表彰や発

表を行い、獣害対策に対する地域住民の意欲を喚起しました。 

③  地域の獣害対策を担う人材を育成するため、指導者育成講座を６回開催（延べ229人参

加）しました。また、地域に導入されている大型捕獲檻のさらなる活用のため、地域の

指導者43人を対象として、捕獲技術の向上を図るための研修会を開催しました。 

 

２ 野生鳥獣による被害防止対策の推進 

①  野生獣の追い払い活動など、被害防止対策への支援（17 市町）や侵入防止柵整備（整

備延長 10 市町 42km（累計 22 市町、2,115km）など、市町が主体となる地域協議会の

取組への支援を行いました。 

②  ＧＩＳを用いた獣害情報マップの活用により、各市町における重点捕獲エリアの設

定等の支援を行い、平成29年度からの３か年を期間とする獣害対策のマスタープラン

として、「被害防止計画」が20市町において策定されました。 

 

３ 地域における持続可能な捕獲体制の整備と捕獲活動の支援 

①  地域の捕獲力強化に向け、国の鳥獣被害防止総合対策交付金の活用や県事業を通じて

有害鳥獣捕獲への支援を行った結果、イノシシ、シカ、サルの有害捕獲頭数は過去最高

であった前年度並みの 37,890 頭（平成 28 年度）となりました。また、捕獲力を維持・

拡大するため、市町等が行う有害鳥獣捕獲活動や各捕獲隊等の活動体制強化を支援しま

した。 

②  地域における持続的な捕獲体制の構築に向け、５市町・５協議会の活動を支援し、行

政境界近辺における広域捕獲や複数の集落が連携する共同捕獲を進めました。 

③  鳥獣捕獲者の確保に向け、「獣害につよい三重づくりフォーラム」において、狩猟免

許取得支援コーナーを設けるとともに、狩猟免許試験を３回開催することで、333 人が

新たに狩猟免許を取得しました。また、狩猟免許更新講習を各地で 14 回開催し、狩猟

免許の更新率を高めました。 

④  サル被害への対策として、これまでに県が民間企業と共同で開発を行ったＩＣＴを用

いた大量捕獲技術を活用し、新たに３市町（累計４市町）において、計画的なサル対策

が実施されました。 

 

 

28年度の取組状況 
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４ 野生鳥獣との適正な共生をめざした生息数管理の実施 

①   野生鳥獣の管理計画である第11次鳥獣保護管理事業計画を変更し、鳥獣保護区を適

切に配置するとともに、ニホンジカの生息数管理を強化するため、第二種特定鳥獣管理

計画（ニホンジカ）を改定しました。また、適切な生息数管理による野生鳥獣との共生

を図るため、平成29年度から施行する第12次鳥獣保護管理事業計画および第二種特定

鳥獣管理計画（ニホンジカ、イノシシ、ニホンザル）を策定しました。 

②   ニホンジカによる被害を軽減させるため、生息密度が高いものの捕獲が進んでいない

鉄道沿線地域において、県が猟友会に委託しニホンジカの捕獲に取り組み、270頭を捕

獲しました。 

 

５ 獣肉等の利活用の促進 

①  「みえジビエ登録制度」の普及に取り組んだ結果、県独自の「『みえジビエ』品質・

衛生管理マニュアル」を遵守する「みえジビエ登録制度」の登録数は、新たに５事業者

８施設増加し、累計で 40 事業者 101 施設となりました。 

②  みえジビエ登録事業者がネットワークを構築し、「みえジビエ」のブランド力向上や

普及、販路拡大に向けた取組を連携して進められるよう、「みえジビエ推進協議会」の

設立に向けた支援を行いました。 

③  28 検体を対象に生物学的・化学的なモニタリング検査を行い、みえジビエの安全性

を確認しました。また、みえジビエの利活用促進に向け、県内外の飲食店に対して食材

提案を行いました。 

④  「みえジビエ」を取り扱う事業者が連携して相互の情報交換や消費者への情報発信等

を行うことができるよう、インターネットを使用した「みえジビエポータルサイト」を

整備しました。 

 

 

 

①  集落代表者アンケートで獣害が大きいと回答する集落に対して、市町と連携し、獣

害対策技術の情報提供や集落内での合意形成を図り、獣害対策に取り組む集落づくり

を推進します。 

②  地域の獣害対策を担う人材を育成するため、基礎および実践的内容の研修会を開催

し、獣害対策の指導者の育成・確保を図ります。また、地域に導入された大型捕獲檻

による捕獲を進めるため、捕獲効率を高める技術研修会を開催します。 

③  野生鳥獣による被害を減少させるための「被害防止」の取組として、集落ぐるみに

よる野生鳥獣の追い払いや侵入防止柵の整備などへの支援、大量捕獲技術等の普及、

組織的な捕獲の推進などによる捕獲力強化への支援を行います。 

④  ニホンジカ、イノシシ、ニホンザルの「生息数管理」を適切に行うため、生息状況

のモニタリングを着実に実施するとともに、現状の捕獲頭数を今後とも維持・拡大す

るため、狩猟免許所持者の確保に向けた取組を進めます。 

今後の取組方向 
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⑤  ニホンザルについては、第二種特定鳥獣管理計画に基づいた計画的な個体数調整を

進めるため、サル群の管理計画である地域実施計画の策定を市町に促します。この中

で、加害レベルの高いサル群について、大量捕獲技術等を活用した対策を進めます。 

⑥  個体数の増加が著しいニホンジカについては、第二種特定鳥獣管理計画に基づいた

県による捕獲を積極的に進めます。 

⑦  獣肉等の利活用を促進するため、「みえジビエ推進協議会」と連携し、「『みえジビエ』

品質・衛生管理マニュアル」の普及や「みえジビエ登録制度」の適正な運用による登

録事業者の拡大に努めるほか、「みえジビエ」の付加価値向上に向けた商品開発や販路

拡大などに取り組みます。 
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獣害対策指導者育成講座を開催！ 

～幅広い知識・技術を要する獣害対策指導者を育成～ 

  
地図上に被害状況や野生獣の侵入箇所などを描く集落点検研修の様子 

 獣害対策の指導にあたっては、防護、捕獲はもとより、被害実態や鳥獣の生態・行動の

把握、集落環境の点検・整備など、被害防止に関する幅広い知識・技術が必要となるため、

それらの習得を支援する「獣害対策指導者育成講座」を平成 24 年度から開催しています。

平成 28 年度の講座には、市町の職員やＪＡ職員などのべ 229 人の参加があり、座学と現

地実習により、集落点検や侵入防止柵の設置などの実践技術の習得を支援しました。 

 今後も、集落における獣害対策が円滑に進むよう、指導者の育成を進めていきます。 

 

 

伊勢志摩サミットへの食材供給により、「みえジビエ」の魅力を国内外に発信！ 

本県では、平成 28 年８月に「みえジビエ推進協議会」が設立され、解体処理から飲食

店まで 24 事業者が幅広く連携しながら、みえジビエの認知度向上と消費拡大のための取

組を展開しています。 

平成 28 年５月に開催された伊勢志摩サミットでは、国際メディアセンターでのダイニ

ングメニューに「みえジビエ」が採用され、世界各国のメディア関係者に、高い評価を得

ることができました。 

今後も、みえジビエのさらなる認知度向上および消費拡大につなげていくため、協議会

の取組をサポートしていきます。 

≪伊勢志摩サミットで提供されたみえジビエメニューの一例≫ 

       

鹿肉煮込みハンバーグ      鹿肉の鉄板焼き        猪肉の回鍋肉 

トピックス２ 

トピックス１ 
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豊かで健全な食生活への志向が広がる中、県民の皆さんの「食」に対する多様な期待に

応え、農業・農村の有する新たな価値を提案できるよう、産学官の連携による新たなビジ

ネスの創出や食のバリューチェーンの構築、イノベーションを担う人づくり等を進め、地

域の特徴を生かした競争力のある農産物の生産につなげていきます。 

また、魅力ある県産品等が数多く生まれる中で、企業等と連携しながら、新たな価値や

魅力を的確に消費者に伝えていく取組を進め、県産農産物の認知度向上を図ります。 
 
 

魅力ある県産農林水産物や加

工品が販売されていると感じ

る県民の割合 

みえ県民意識調査で、魅力ある県産農林水産物や

加工品が販売されていると「感じる」「どちらかとい

えば感じる」と回答した県民の割合 

 
 

 
平成 27 年度 
(計画策定時) 

平成 28 年度 平成 29 年度 平成 30 年度 

平成 31 年度 

(行動計画 

の目標) 

平成 37 年度 

（基本計画

の目標） 

目標値  44.0% 46.0% 48.0% 50.0% 60.0％ 

実績値 42.1% 45.2%     

 

 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【基本事業１】食のバリューチェーン構築による新たなビジネスの創出 

【基本事業２】県産農産物の魅力発信 

【基本事業３】イノベーションを担う人づくり 

 

基本施策Ⅳ 農業・農村を起点とした新たな価値の創出 

基本目標指標 

めざす方向 

目標の進捗状況 

 
 基本目標指標については、県産農産物の新たな価値創出や魅力発信などを関連事業者と連

携し実施した結果、目標を達成できました。 

 また、３本の取組目標についても、国際線の機内食メニューなど異業種との連携による新

商品開発支援や、県産食材の魅力の国内外への発信、商品開発等のスキルアップに資する実

践研修の機会提供などに取り組み達成しました。 

 引き続き、県産農産物の価値や魅力向上を図るため、イノベーションを先駆的に進める人

材の育成や、人材をつなぐネットワークの構築に取り組むとともに、伊勢志摩サミットのレ

ガシーを生かし、東京オリンピック・パラリンピックへの食材供給に向け、事業者の機運醸

成や首都圏での魅力発信等に取り組みます。 

28 年度評価 
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【基本事業Ⅳ-１】 食のバリューチェーン構築による新たなビジネスの創出 

 
 

競争力の強化によって、「もうかる農業」の実現につなげていくため、産学官ネットワーク

等の活用による「みえフードイノベーション」の形成等を通じて、農産物の高付加価値化や

販路開拓に挑戦する意欲的な農業者の取組を支援します。 

また、関係する事業者の連携によって価値の最大化を図る食のバリューチェーンの構築を

通じて、新しい商品やサービスの開発を促進するとともに、農産物の機能性を生かした高付

加価値化や６次産業化の促進などに取り組みます。 

 
 

 

「みえフードイノベーシ

ョン」から生み出される商

品等の売上額（累計） 

 企業等との連携により農林水産資源を高付加価値化するみえフ

ードイノベーションプロジェクトから生み出された商品等の売上

額（累計） 

 

 

 
平成 27 年度 
(計画策定時) 

平成 28 年度 平成 29 年度 平成 30 年度 

平成 31 年度 

(行動計画 

の目標) 

平成 37 年度 

（基本計画

の目標） 

目標値  12 億円 26 億円 34 億円 43 億円 96 億円 

実績値 ９億円 19 億円     

達成率  100％     

 

 
 
 

 

 

 

 

 

 

  

取組目標 

基本事業の取組方向 

目標の進捗状況 

 

 「みえフードイノベーション・ネットワーク」の会員数が 605 者となり、ネットワークが

広がっています。また、会員間の連携促進を通じ、６つのプロジェクトから新たに 12 の商

品等が開発され、「みえフードイノベーション」から生み出される商品等の売上額は累計 19

億円となり目標を達成しました。 

今後も、食の多様化するニーズに的確に対応するため、伊勢志摩サミットのレガシーを活

用し、東京オリンピック・パラリンピックを見据え、産学官との連携により新たな価値の創

出に取り組みます。 

28 年度評価 



 

- 72 -

 

１ みえフードイノベーション・ネットワークの活用によるプロジェクト活動の支援 

①  異業種や産学官の連携により、県内農林水産資源を活用した新商品開発を進める「み

えフードイノベーション・ネットワーク」について、引き続き会員の募集を行いまし

た。ネットワーク会員は605者となり、みえフードイノベーションの輪は着実に広がっ

ています。 

②  ネットワーク会員相互の連携を誘発するため、「三重の食材を知る会」や「伊勢志摩

サミット食の報告会」などにより、情報交換や交流の機会を創出するとともに、ホー

ムページ、およびメールマガジンによる情報発信に取り組み、新たに１つのプロジェ

クトが創出されました。 

③  プロジェクト活動を通じ、かんきつ果汁入り飲料や県産いちごを活用したスパーク

リング・リキュールなどの新商品開発（７件）や航空会社の機内食メニュー提供、イ

ンバウンドを意識した真珠製品の開発など、価値創出に繋がる取組が新たに12件創出

されました。 

 

２ 食に関係する事業者の連結による食のバリューチェーンの構築 

①  食のバリューチェーン構築に向けて、ＩＣＴを活用した生産管理や食材に含まれる

機能性成分などをテーマに、素材化・商品化に取り組む事業者などと連携した実践的

なプロジェクト活動（11 件）を実施し、新たな技術の実証や商品化に向けた研究を行

いました。 

②  機能性を高めたゴマ新品種「にしきまる」の産地化に向け、ゴマ加工事業者・生産

者と連携し、移植栽培・機械化収穫の有効性および経済性の評価を行い、ゴマ栽培の

普及拡大につなげました。 

③  ＩＣＴの活用により先進的な農林水産業を展開する国内外地域との連携に向け、農

業分野での次世代施設園芸の導入を進めるためのセミナー（２回）を開催し、新たな

取組に向けた機運醸成を図りました。 

 

３ ６次産業化に取り組む意欲ある生産者等への支援 

①  農林水産業者が自らの生産資源を用いて加工や販売に取り組む６次産業化を進め

るため、各地域農業改良普及センターに６次産業化担当を配置するとともに、「三重

県６次産業化サポートセンター」（平成28年度受託者：株式会社三重銀総研）を設置

し、６次産業化プランナーなどによるサポートを行いました。 

②   ６次産業化プランナーの派遣（派遣282回）や普及指導員によるアドバイスにより、

６次産業化の事業計画の作成や、２次・３次事業者とのマッチング、施設整備等の支

援を行いました。「六次産業化・地産地消法」に基づく総合化事業計画の認定は、累

計59事業者（平成28年度新規認定８事業者）となりました。 

 

 

28年度の取組状況 
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③   ６次産業化のノウハウや知識の習得を支援するため、サポートセンターが主催する

研修会（10回、参加者430人）や農業大学校が主催する連続講座（４講座、参加者106

人）を開催しました。 

また、地域資源を生かした商品開発を促すため、農林漁業者と食関連事業者との委

託加工に向けたマッチングを目的とした加工技術に関する展示会（１回、参加者176

人）や新たな交流を促進するシンポジウム（１回、参加者約80人）を開催しました。 

 

 

 

 

①  「みえフードイノベ-ションネットワーク」の拡大を推進し、ネットワーク会員の

連携による県産農林水産物の活用や商品の開発・販路開拓などを進めます。 

②  食のバリューチェーン構築に向け、県産食材の機能性に関する検証やＩＣＴ活用

に向けた検証・研究プロジェクトに取り組みます。 

③  「三重県６次産業化サポートセンター」を引き続き設置し、６次産業化をめざす

意欲ある生産者への支援に取り組みます。 

  

今後の取組方向 



 

ＪＡＬ

 平成

定に基

平成

るとともに

行い、ＪＡＬ

また

店やホテル

材の魅力

組につながっています

 また

や「衛生管理

関する

 来場者

き続き

んでい

≪機内食

       

ＪＡＬビジネスクラス

平成 27 年 12 月

基づき、ＪＡＬ

平成 28 年度には

るとともに、中部国際空港

、ＪＡＬの利用者

また、国際線ビジネスクラスや

やホテル料理長

魅力を伝えることができました

につながっています

食品加工技術

また、出展事業者

衛生管理」、「

する情報が提供

来場者アンケートから

き、農林漁業者

んでいきます。 

展示会

機内食の一例

       

トピックス

トピックス

ビジネスクラス

月に日本航空株式会社

、ＪＡＬとの相互連携

には、ＪＡＬ

中部国際空港（

利用者へ県産品

ビジネスクラスや

料理長の監修により

えることができました

につながっています。 

食品加工技術

出展事業者によるミニセミナーも

」、「食品表示」

提供されました

アンケートから、「

農林漁業者と食関連事業者

 

展示会の様子 

一例≫ 

       （国際線ビジネスクラス

トピックス１ 

トピックス２ 

ビジネスクラス機内食として

日本航空株式会社（ＪＡＬ）

相互連携により
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託加工
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会

の

によるミニセミナーも

」など、６次産業化

されました。 

、「次回もぜひ

食関連事業者との

ビジネスクラス
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として多くの

 

（ＪＡＬ）と

により、三重の食

キャンペーンのプレゼント

セントレア）の国際線

を発信しました

国内線ファーストクラスの

県産食材をふんだんに

。ＪＡＬ利用者

 

 

をテーマに６次産業化実践研修会

 

 平成 29 年

ター「フレンテみえ

技術等の習得

託加工に向けたマッチングを

よび展示会を

研修会では

ケティングをテーマに
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の厨房機器等
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【基本事業Ⅳ-２】 県産農産物の魅力発信 

 
 

豊かな風土で生産される多彩な県産農産物の価値を伝える取組を企業等と連携しながら進

めるとともに、来県者も意識した県産農産物の活用や地産地消・食育の推進、環境にやさし

い農業への消費者の理解増進を図る取組、ブランド力向上、地理的表示（ＧＩ）保護制度の

活用などを通じて、県産農産物の価値や魅力に関する認知度の向上を図ります。 

また、果樹、茶および県産ブランド牛肉をはじめとする県産農産物の輸出促進や首都圏営

業拠点、関西事務所との連携による県産農産物の魅力発信に取り組み、販路拡大につなげま

す。 

 
 

 

魅力発信により生み出さ

れた企業との連携（累計） 

 県産農林水産物の魅力発信に取り組むことで生み出された連携

企業数 

 

 

 
平成 27 年度 
(計画策定時) 

平成 28 年度 平成 29 年度 平成 30 年度 

平成 31 年度 

(行動計画 

の目標) 

平成 37 年度 

（基本計画

の目標） 

目標値  50 社 100 社 150 社 200 社 500 社 

実績値 - 78 社     

達成率  100％     

 

 
 
 

 

 

 

 

 

 

  

取組目標 

基本事業の取組方向 

目標の進捗状況 

 

首都圏や関西圏の大消費地での県産農林水産物等の販路拡大につなげるため、有名飲食店

での県産農林水産物を活用したメニューの提供や資料配布による情報発信を行う「三重県フ

ェア」等のイベントを開催しました。 

 また、県内量販店等と連携した「みえ地物一番の日」キャンペーンをはじめ、旬のおいし

さや機能性などをＰＲするイベントを開催するとともに、第３次三重県食育推進計画の策定、

三重ブランドの認定等に取り組み、県産農林水産物の魅力発信および地産地消の推進を行い

ました。 

 引き続き、多様な企業等と連携しながら、伊勢志摩サミットのレガシーを生かし、東京オ

リンピック・パラリンピックの開催に向け、県産農林水産物等の価値や魅力の向上につなげ

ていきます。 

 

28 年度評価 
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１ 県産農産物の価値や魅力に関する認知度の向上に向けた取組 

①  県内飲食店や宿泊施設、中京圏の流通関係者等をターゲットに、県産品の活用促進

を図るため、平成29年２月に四日市市において「みえの食」マッチング・展示交流会

を開催しました。 

②  県産のこだわり食材の商品力を強化し、販路拡大につなげるため、鈴鹿市において、

「三重の食材を知る会Vol.3」を開催し、飲食店や観光宿泊施設など約300人の来場者

に対し、県産食材の活用提案を行いました。 

③  県内外の国際的な行事等での県産食材の活用につなげるため、国内外で実績のある

３人の有名シェフを、県産食材の魅力を国内外に発信していただく「みえの食国際大

使」として委嘱しました。 

 

２ 旬のおいしさや機能性などに関する情報の発信 

①  県内農産物の販売促進を図るため、県内量販店等において「みえ地物一番の日」キ

ャンペーンなどのイベントを９回開催し、知事のトップセールス等により、新しい食

べ方を提案するとともに、旬のおいしさや機能性などについて情報発信しました。 

②  食の安全性に対する消費者の関心が高まる中、環境に配慮した生産方法により栽培

履歴を管理して生産されている「みえの安心食材」を広く県民に周知するため、新聞

広告（３回）や食育雑誌への掲載（１回）を行うとともに、みえの安心食材認定生産

者の協力によるプレゼントキャンペーンの実施や、ホームページ上での情報発信など

のＰＲを行いました。 

③  みえの安心食材登録者やこれから登録をめざす生産者を対象に、県内５か所で講習

会を開催し、「人と自然にやさしいみえの安心食材表示制度」の説明や新たな登録申

請を促しました。この結果、「人と自然にやさしいみえの安心食材表示制度」の設定

品目は102品目で、うち登録品目数は77品目、1,045件（対前年26件増）となりました。 

 

３ 食育の推進 

①  平成28年７月に「第３次三重県食育推進計画」を策定し、「赤ちゃんからお年寄り

まで みえの地物でみんなで食育！」をキャッチフレーズに、食に関わる多様な関係

者との連携・協力を図りながら、食育の推進に取り組む方針を定めました。また、食

育推進計画の啓発冊子「食育の手帖」を作成し、県民へ周知しました。 

②  学校給食への地域食材の導入を図るため、教育委員会や栄養教諭、学校給食会など

の需要側と、生産者や流通事業者など供給側の両者が参加する「地場産品導入促進検

討会」を開催し、地域食材の利用検討を行いました。この取組を通じ、県産マアジを

使用した「みえのまあじバーグ」が学校給食用の加工商品として新たに商品化されま

した。 

 

 

28年度の取組状況 
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４ 県産品の魅力を消費者に的確に伝えられる専門人材の育成 

 県産農林水産物等の魅力を消費者に伝えるエキスパート人材を育成するため、県産

農林水産物に興味のある方５人を期間雇用（概ね４か月）し、生産者、直売所、スー

パー等の協力を得て、座学と実習を組み合わせた研修や、消費者への直接販売等の雇

用型訓練を実施しました。 

 

５ 県産農産物のブランド力向上 

①  特に優れた県産品とその事業者を評価・認定する「三重ブランド」認定制度につい

ては、新たに「桑名のはまぐり」と「伊勢たくあん」の２品目２事業者の認定を行い、

認定品目数は17品目、事業者数は38事業者となりました。 

②  伊勢志摩サミットでは、各国首脳の食事に松阪牛、伊勢えび、あわび、熊野地鶏等

の三重ブランド認定品が採用されました。また、各種メディアを通じて国内外に広く

情報発信しインバウンドにも対応できるよう、多言語（英語、ドイツ語、フランス語、

イタリア語、簡体字、繁体字、韓国語の７言語）のパンフレットとポスターを作成し

広く配布しました。 

 

６ 茶および果樹の海外輸出の促進（再掲） 

①  米国への伊勢茶の販路開拓に向け、バイヤー招へいによる産地視察（６件視察）や

ニューヨークの大規模展示商談会におけるＰＲ機会の提供（４人参加）などに取り組

み、輸出に向けた商談機会の創出につながりました。 

②  本県の主要な園芸品目であるかんきつのタイへの輸出の定着化に向け、関係機関と

連携してタイ向け選果ラインの整備等を支援し、新たに追加された検疫基準への対応

を進めました。また、販路先であるタイの高級スーパーとの連携を強化するため、Ｖ

ＩＰ顧客による収穫体験の受入体制を整備しました。 

③  試験輸出において評価の高かった次郎柿については、タイおよび香港への本格的な

輸出が実現し、輸出量は 20ｔ（対前年 17ｔ増）になりました。また、さらなる輸出拡

大に向け、選果場の整備を支援しました。 

 

７ 県産ブランド牛肉等の海外輸出促進（再掲） 

①  県産ブランド牛肉（伊賀牛、松阪牛）の米国への販路開拓と定着促進を図るため、

米国内にコーディネーターを設置して、顧客ターゲットに対する入荷（輸出）情報の

発信、フェアの開催提案などのフォローアップを行いました。その結果、オーランド

市の高級リゾートホテルにおいて、松阪牛フェア（９日間の松阪牛ＰＲフェア）の継

続開催につながりました。 

②  県内畜産事業者（３社）を対象にシンガポールにおける商談機会を提供するととも

に、市場情報の提供や輸出実践マニュアルの作成、貿易実務等の研修実施などにより、

アジア経済圏（シンガポール・香港）をターゲットに、畜産事業者の主体的な輸出取

組を支援しました。 
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③  シンガポールの日系百貨店内における松阪牛フェアの開催にあたり、県外の食肉処

理施設等との調整を行うなど、松阪牛のシンガポール向け初輸出の実現を支援しまし

た。 

 

８ 地理的表示（ＧＩ）保護制度の活用や大都市圏への販路開拓などの支援 

①  伊勢志摩サミット開催のレガシーを生かす取組では、首都圏での魅力発信に向け、

特に丸の内エリアにおいて、働く女性をターゲットとした三重県産食材の提案やＰＲ

をはじめ、有名店を運営するシェフによる県内生産地への現地視察や県産食材を活用

したメニュー提供、店舗等でのリーフレット配布により県の食に係る情報提供を行い

ました。 

②  首都圏でネット販売を行う流通事業者と連携して、生産者が行う商品のブランド化

に対し、専門的な知見から指導支援を行うとともに、テスト販売を行い消費者の動向

を把握することで、生産者の今後の販売戦略構築への支援を行いました。 

③  地理的表示（ＧＩ）保護制度については、地域ブランド産品として差別化が図られ

るなど、登録によるメリットを生かすため、産地等に対する制度周知や、助言等の個

別支援を行ってきました。その結果、平成29年3月3日に、松阪牛連絡協議会が申請を

行った「特産松阪牛」が県内で初めて登録されました。 

 

 

 

①  伊勢志摩サミットのレガシーを生かしながら、東京オリンピック・パラリンピッ

クにおける食材等の需要に対して的確な供給が行えるよう、「みえの食国際大使」等

の協力を得ながら、食に関する事業者の機運醸成を図るとともに、首都圏での県産

食材の魅力発信等に取り組みます。 

②  県産農林水産物の魅力発信や地産地消の促進に向けて、「第３次三重県食育推進計

画」に基づく食育の推進、「みえ地物一番」キャンペーンの展開、「三重ブランド」

の認定審査や啓発活動等に取り組みます。 

③  店頭などにおいて県産農林水産物等の魅力を消費者に伝えるエキスパート人材の

育成に取り組みます。 

④  果樹の輸出拡大に向け、各国の輸出検疫条件への対応を進めるとともに、アジア

経済圏での販路開拓に向けたプロモーション活動等に取り組みます。（再掲） 

⑤  輸出を見据えた売れる茶づくりに向け、米国の残留農薬基準に対応する防除方法

の確立や「伊勢茶トレーサビリティシステム」の取組拡大によるＧＡＰ認証の取得

促進に取り組むほか、伊勢茶の知名度向上に向け、海外展示会への出展や機能性商

品の研究・開発などの魅力発信に取り組みます。（再掲） 

  

今後の取組方向 
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【基本事業Ⅳ-３】 イノベーションを担う人づくり 

 
 

事業者間連携や、研究開発、ブランド化、ＩＣＴ（情報通信技術）の活用などの分野にお

いて、イノベーションの創出に取り組む中核的人材を育成するため、食の人材ネットワーク

「みえ農林水産ひと結び塾」によるワークショップや人材養成講座の開設等に取り組みます。 

 
 

 

「みえ農林水産ひと結び

塾」における人材養成数

（累計） 

 事業者間連携、研究開発、ブランド化を促進する多様な人材の

確保や能力向上のために実施する「みえ農林水産ひと結び塾」に

おける人材養成数（累計） 

 

 

 
平成 27 年度 
(計画策定時) 

平成 28 年度 平成 29 年度 平成 30 年度 

平成 31 年度 

(行動計画 

の目標) 

平成 37 年度 

（基本計画

の目標） 

目標値  10 人 20 人 30 人 40 人 100 人 

実績値 - 10 人     

達成率  100％     

 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

  

取組目標 

基本事業の取組方向 

目標の進捗状況 

 

ＩＣＴやビッグデータの活用を促す研修会や、直売所等の販売店で蓄積されているＰＯＳ（販

売時点情報管理）データの分析を行う実践研修の開催、食の人材ネットワーク構築に向けた

異業種参加による「みえ農林水産ひと結び塾」の実施等に取り組み、「みえ農林水産ひと結び

塾」における人材養成数（累計）の目標を達成しました。 

 引き続き、農林水産資源を生かした商品やサービスの創出に向け、イノベーションを先駆

的に進める人材の育成や多様な人材をつなぐネットワークの構築に取り組みます。 

28 年度評価 
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１ 新たな技術開発をはじめ、ＩＣＴやビッグデータなどを活用できる人材の育成 

①  経験や勘に頼る部分が多い農林水産業において、ＩＣＴやビッグデータなどを活用

できる人材を育成するため、活用事例の紹介等を行う基礎的な研修会（３地域、参加

者38人）を開催しました。 

②  直売所運営事業者や食に関する事業者等を対象に、商品販売実績が記録された「Ｐ

ＯＳデータ」の分析を通じて、経営改善や収益向上などにつなげるため、実践型の研

修会（３回連続、参加者31人）を開催しました。 

 

２ 食の人材ネットワークの構築 

 さまざまな業種から10人（農業者、食品加工業者、販売事業者、デザイナー）の受

講のもと、「みえ農林水産ひと結び塾」を開催し、マーケティング研修や食品加工現地

研修、商品試作のワークショップなどの実践研修を通じ、多様な事業者・分野の人材

が参画するネットワークを構築しました。 

 

 

 

 

 「みえ農林水産ひと結び塾」を実施し、農林水産事業者や流通・加工・販売事業

者、研究者など、食の分野においてイノベーションを担う人材の能力向上や連携を

促進するとともに、新たな商品やサービスの開発、生産性の向上に向け、ＩＣＴや

ビッグデータを活用できる人材の育成に取り組みます。 
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１ 三重県産農林水産物の活用にむけて 

（１）各種リストの作成、整理について 

農林水産部では、伊勢志摩サミット及び関連の行事等で、より多くの三重県産農林

水産物の活用につなげるため、外務省、伊勢志摩サミット三重県民会議、宿泊関係施

設等の各関係機関、施設に働きかけました。 

 

 （農林水産部関係資料） 

・市町推薦食材リスト 

  ・みえフードイノベーション食材カタログ 

  ・三重県産材（説明資料） 

  ・三重県産木材を使用した製品カタログ 

  ・花き花木推薦リスト 

 

※ 平成 27 年 10 月 9 日 

齋木昭隆外務省事務次官（当時）に鈴木三重県知事から関係資料を渡し、

三重県産農林水産物等の活用を提案しました。 

（伊勢志摩サミット三重県民会議の取組） 

 

（２）三重の食材を知る会について  

伊勢志摩サミットを契機に、多くの宿泊施設や飲食店で三重県産農林水産物や三重県

産農林水産物を原料に使用した加工食品等が活用されるよう、生産者や加工・流通事業

者等が実物を展示のうえ、試食提供・説明を来場者に直接行う「三重の食材を知る会」

を開催しました。 

本会の開催は、三重県を中心にした宿泊施設や飲食店、伊勢志摩サミット国際メディ

アセンターダイニングでの三重県産食材の活用につながりました。 

 

２ 三重県産食材の活用実績について 

（１）首脳会議、配偶者プログラム、及び国際メディアセンターダイニング等における三重

県産食材の活用について 

少なくとも県内 26 市町から三重県産食材が活用されました。 

（※伊勢志摩サミット県民会議調べ） 

また、平成 27 年 10 月 9 日に外務省に提出した市町推薦食材リスト、みえフード

イノベーションカタログからは、少なくとも延べ 162 品目の三重県産食材が活用さ

れました。 

 

（２）各国首脳の食事における三重県食材について 

 伊勢志摩サミット期間中の各国首脳の食事には、少なくとも三重県産食材が延べ

61 品目（実数 51 品目）活用されました。 
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（３）配偶者の食事における三重県産食材について 

伊勢志摩サミット期間中の各国首脳配偶者の食事には、少なくとも三重県産食材

が延べ 38 品目（実数 37 品目）活用されました。 

 

（４）伊勢サミット国際メディアセンターダイニングにおける三重県産食材について 

伊勢志摩サミット国際メディアセンターダイニングにおける国内外メディア関係

者の食事には、少なくとも三重県産食材が延べ 403 品目（実数 121 品目）活用され

ました。 

なお、軽食コーナーでも三重県産食材を使った弁当、おにぎり、パン等が活用さ

れました。 

 

 

 

 

 

 

各国首脳の食事に提供された県産農産物・畜産物 

市町 食材名・ブランド名 

津市 きゅうり、トマト 

四日市市 茶（伊勢茶） 

伊勢市 さといも、空豆、トマト、鶏肉（伊勢どり） 

松阪市 たまねぎ、牛肉（松阪牛） 

桑名市 トマト（フルーツトマト） 

熊野市 鶏肉（熊野地鶏） 

志摩市 みつば、メロン（南張メロン） 

伊賀市 米（伊賀米コシヒカリ）、牛肉（伊賀牛） 

玉城町 豚肉（玉城豚） 

大紀町 牛肉（特産松阪牛） 

度会郡 セミノール、鶏卵 

 

配偶者の食事に提供された県産農産物・畜産物 

市町 食材名・ブランド名 

松阪市 
松阪赤菜、キャベツ、ごぼう、小松菜、白ねぎ、だいこん、たまねぎ、 

茶（伊勢茶）、にんじん、鶏卵 

熊野市 鶏肉（熊野地鶏） 

伊賀市 米（結びの神）、牛肉（伊賀牛） 

多気町 トマト（ミニトマト）、鶏卵 

明和町 牛肉（特産松阪牛） 

大紀町 牛肉（特産松阪牛）、牛乳（大内山牛乳） 

三重県 茶（伊勢茶） 

 

伊勢志摩サミット国際メディアセンターダイニングでは、総メニュー数 156 のうち、97.4%

に当たる 152 のメニューで三重県産食材が活用され、これまで国内外で開館したサミッ

トの国際メディアセンターダイニングでは例が無いほどの地元食材の活用につながりま

した。 
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国際メディアセンターダイニングで提供された県産農産物・畜産物 

産地 食材名・ブランド名 

津市 
イチジク、キャベツ、ぎゅうり、たまねぎ、なす、ミニトマト（黄）、 

牛肉（松阪牛）、豚肉（伊勢美稲豚） 

四日市市 
米（結びの神）、ねぎ、抹茶（伊勢抹茶「奥雲母」、メロン（四日市メロン）、

牛肉（三重県産和牛） 

伊勢市 
イチゴ（かおり野）、きぬさや、ねぎ（伊勢のねぎらいねぎ）、 

抹茶（伊勢抹茶）、みつば、もやし、牛乳（山村牛乳）、鶏卵 

松阪市 
枝豆（嬉野大豆枝豆）、ミニトマト（赤）、牛肉（松阪牛）、 

鶏肉（三重県産錦爽どり）、鶏卵 

名張市 
グリーンアスパラガス（伊賀産グリーンアスパラガス）、 

米（伊賀米コシヒカリ）、みずな、牛肉（伊賀牛） 

尾鷲市 甘夏（尾鷲甘夏） 

亀山市 牛肉（三重県産和牛） 

鳥羽市 ローズマリー 

熊野市 カラマンダリン、鶏肉（熊野地鶏） 

いなべ市 きぬさや、牛肉（三重県産和牛）、豚肉（さくらポーク） 

志摩市 鶏肉（三重県産錦爽どり） 

伊賀市 

グリーンアスパラガス（伊賀産グリーンアスパラガス）、 

米（伊賀米コシヒカリ）、猪肉（みえジビエ）、牛肉（伊賀牛、三重県産和牛）、

鹿肉（みえジビエ） 

木曽岬町 トマト（木曽岬町産トマト、とまリッチ） 

明和町 牛肉（松阪牛）、鶏肉（三重県産錦爽どり） 

大台町 牛肉（松阪牛） 

玉城町 牛肉（松阪牛） 

大紀町 牛肉（松阪牛）、牛乳（大内山牛乳） 

紀北町 トマト、鶏卵 

御浜町 カラマンダリン、みえ紀南４号（みえのスマイル） 

紀宝町 カラマンダリン 

三重県 蜂蜜（百花蜜） 

 

  



 

- 88 -

３ 伊勢志摩サミットを契機とした伊勢茶情報発信について 

（１）伊勢茶ＰＲ試供品（伊勢茶ドームカン）の制作 

 国内外の報道関係者や政府関係者の方々等に伊勢

茶を認知していただけるよう、土産物として伊勢茶

ＰＲ試供品を制作しました。 

 この試供品は、伊勢茶を代表するかぶせ茶、深蒸

し煎茶、普通煎茶の三茶種のティーパックを、三重

の伝統工芸「伊勢型紙」の割付小紋柄で賢島とお茶の緑を表現したパッケージに入れ、

茶種毎に制作しました。 

 なお、本品は、実際に国際メディアセンターでも報道関係者に提供されました。 

 

（２）国際メディアセンターでの情報発信 

 伊勢志摩サミット開催中の平成 28 年５月

26 日（木）には、国際メディアセンターにお

いて、日本茶インストラクターによる呈茶や

試供品の提供、茶葉の展示等により伊勢茶の

魅力発信を行いました。  

 呈茶については、伊勢茶のうち全国第一位

の生産量を誇るかぶせ茶を用い、日本茶イン

ストラクターから、かぶせ茶のもつ“まろや

かな味”を引き出したおいしいお茶を、来場

された国内外の報道関係者の方々に提供し、

好評を博しました。 

 また、上記の伊勢茶ＰＲ試供品をお土産品

として提供したところ、配布予定数がすぐに

無くなるほどの盛況でした。 

  さらに、伊勢茶の鮮やかな色や爽やかな香

りを感じていただくために、実際の茶葉を展示するとともに、四日市萬古焼の急須の展

示も行い、「日本のお茶文化」の魅力を発信しました。 
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４ 伊勢志摩サミットの効果について 

伊勢志摩サミットでは、首脳や配偶者の食事における料理などに県産品が数多く使用され、

メディアを通じて情報発信されました。 

 

（１）産地名等が公表された県産農産物および畜産物 

産地名が公表された県産農産物および畜産物の生産者団体においても、伊勢志摩サミ

ット開催前と比較して、確実に、既存取引先からの注文の増大はもとより、新規の取引

先の拡大、販売価格の向上、メディアからの取材機会の増加などにつながっています。 

農林水産部が聞き取り調査を行った 15 の生産者団体全てからプラスの効果があった

と回答がありました。 

具体的な内容としては、複数回答を分類した結果、以下のとおりでした。 

・売上が向上した    12（80％） 

・新たな販路が開拓できた 11（73％） 

 

 活用品目 生産者等 状 況 

1 松阪牛 松阪牛協議会 

・全国的に牛肉市況が高値で推移する中、松阪
牛の価格上昇率は平均値をさらに上回って推
移している。 

 ※東京での市況推移 
（H28 年度、和牛５等級メス） 
 平均市況    対前年度 110.0％ 
 松阪牛市況   対前年度 112.8% 

２ 熊野地鶏 
熊野市ふるさと振
興公社 

・サミットでの熊野地鶏の利用はもとより、サ
ミットに向けた販促活動等により、熊野地鶏
をはじめ、新姫の販売拡大、熊野市自体の認
知度向上など、複合的な効果が出ている。 

・また、サミット後は熊野地鶏の需要量が供給
量を上回る状況が続いたため、平成 29 年度か
ら飼養羽数の拡大を進めている。 

３ 松阪赤菜 紅工房など 

・総理夫人主催昼食会に提供された漬物の原材
料である松阪赤菜が、松阪市広報や東海農政
局の広報誌の取材を受け掲載された。知名度
が徐々に上がり新たな販売先が増えた。 

４ 大内山牛乳 
大内山酪農 
農業協同組合 

・外宮参道の飲食店（平成 28 年夏新設２店舗）
での牛乳等の乳製品の販売が引き続き好調で
ある。 

・また、平成 28 年度においては、高速道路ＳＡ
や道の駅等での販売（ソフトクリーム等）が
好調である。 
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（２）県産食材の活用提案 

 伊勢志摩サミットで高まった三重県産食材の知名度や評価を生かし、高級ホテルのレ

ストラン等に県産食材の活用提案を行うことで、県産食材を活用した三重県フェア等を

開催し、県産食材の魅力を発信しています。 

 

≪平成 29 年以降公表分（平成 29 年 10 月末現在）≫ 

    ・JAL との連携によるセントレア発国際線の機内食 

（平成 29 年３月～８月、９月～平成 30 年２月） 

    ・ホテル日航関西空港（平成 29 年７月１日（土）～７月 31 日（月）） 

    ・ザ・リッツ・カールトン大阪  （平成 29 年８月１日(火)～９月 30 日(土)） 

（平成 29 年 10 月 10 日（火）～12 月 11 日（月）） 

    ・ＡＮＡクラウンプラザホテルグランコート名古屋 

                    （平成 29 年９月１日（金）～11 月 30 日（木）） 

    ・楽天株式会社が運営するインターネット・ショッピングモール「楽天市場」との

スペシャルコラボおせち「三重県おせち」  

（平成 29 年 10 月 6 日（金）～12 月 31 日（日）の限定 330 箱） 

    ・マンダリン オリエンタル 東京（平成 29 年 10 月 21 日（土）～11 月 30 日（木）） 
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三重県食を担う農業及び農村の活性化に関する基本計画 

平成 28 年度 実施状況報告 

 

2017 年（平成 29 年）１０月 

三重県 

 

〒514-8570 三重県津市広明町 13 番地 

ＴＥＬ 059-224-2016（農林水産部担い手支援課） 

ＦＡＸ 059-223-1120 

 


